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新たな総合計画  策定方針 について

『成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき』

の実現をめざします。

１ 策定のねらい

２ 将来を見据えて乗り越えなければならない課題

【本市の将来人口推計】

平成27(2015)年･･年少人口が減少へ

32(2020)年･･超高齢社会の到来

37(2025)年･･生産年齢人口が減少へ

団塊の世代が75歳超

42(2030)年･･本市の人口が減少へ

67(2055)年･･現役世代1.5人で1人の

高齢者を支える社会

※「年少人口」：0～14歳の人口

「超高齢社会」：65歳以上の割合が全人口の21％

を超えた社会

「生産年齢人口」：15～64歳の人口

① 少子高齢化、人口減少への転換、生産年齢人口の減少

【中長期の財政収支推計(一般財源ベース)】

○ 少子高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の

増大等により、平成26年度は予算執行を抑制

せざるを得ない状況

○今後も多大な収支不足が見込まれており、極

めて厳しい財政状況が続くことが想定される。

② 厳しさが続く財政状況

【公共建築物等の老朽化】

○ 10年後には公共建築物の約７割が築30年

以上となり、老朽化に伴う今後の集中的な

大規模修繕・更新期の到来が懸念される。

○上下水道、道路、橋りょう、公園施設など

も含めた都市インフラの老朽化に限られた

財源で効率的に対応していく必要がある。

③ 老朽化の進む都市インフラ

○ 世界に占める日本のＧＤＰシェアは20年間で

約半減している。一方、日本企業の海外現地法

人数は10年間で約1.5倍となり、企業の海外進

出が進んでいる。

○ 製造品出荷額等は大都市中２位（１人当りで

は１位）であり、高度な産業集積を実現して

いるが、事業所数と従業者数は減少傾向であ

り、産業集積の維持・強化が課題である。

○ 人口減少･超高齢社会の中でも成長が見込める

医療･福祉･環境等の産業を育成するなど、産業

を取り巻く環境の変化を的確に捉え、市内産業

のさらなる活性化を図る必要がある。

④ 産業経済を取り巻く環境の変化

○ 今後30年間に約70％の確率で発生するとさ

れる「東海･東南海･南海地震」や、いわゆる

「首都直下地震」では、甚大な被害が想定さ

れる。

○ １時間降水量が50ｍｍ以上の発生回数は増

加傾向にあり、集中豪雨などによる浸水リス

ク等に備える必要がある。

○ 地球温暖化への対応、リサイクルの推進、

生物多様性の保全等の環境問題･エネルギー

問題に対応するため、温室効果ガスの削減や

循環型の社会づくりが求められている。

⑤ 災害対策や環境問題などの重要な課題

○ 少子高齢化の進行など、社会環境が大

きく変化していく中、これまでの社会

の枠組みでは対応することが困難な問

題が生じることが想定される。

○ 市民の主体的な取組を強化し、地域で

お互いに助け合う仕組みを強化するこ

とが求められる。

○ 地域コミュニティの活性化とともに、

地域を支える新たな人材の育成や、多

様な活動の担い手が互いに連携し地域

課題を解決できる仕組みづくりが必要

⑥ 市民の主体的な取組を促し、地域でお互いに助け合う仕組みの強化
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資料１－２



① ポイント1‥平成32（2020）年
国の成長戦略やオリンピック・パラリンピックなど「新たな飛躍のチャンス」を最大限に活かす。

② ポイント2‥平成36（2024）年
およそ10年後の市制100周年に向けて、まちづくりを進める。

③ ポイント3‥平成42（2030）年
人口減少への転換を見据えて、持続可能な社会を構築する。

３ 積極的に活用すべき川崎のポテンシャル

４ 新たな飛躍に向けたチャンス

3層構造（基本構想、基本計画、実施計画）を基本としながら、社会経済状況の変化等に柔軟に対

応できるよう、それぞれの関係及び役割について整理していきます。

５ 計画の構成

６ 策定スケジュール

○羽田空港との近接性

○ 川崎港を通じた海外とのつながり

○ 充実した鉄道網・路線バスネットワーク

○ 高度に集積した都市機能

など

① 交通･物流の利便性

○ 200以上の研究開発機関

○ 高付加価値化が進んだ臨海部の

重化学工業・素材産業、環境・

エネルギーなどの先端産業

○ 殿町地区(キングスカイフロント)

を中心とする生命科学・医療分野

の企業・研究機関の集積

○ 市内の多様な大学との連携

など

② 先端産業・研究開発機関の集積等

○ 「ミューザ川崎シンフォニーホール」を中心とした音楽のまちづくり

○ 市内に数多く存在する映像資源を活用した映像のまちづくり

○ 「川崎フロンターレ」をはじめとする「かわさきスポーツパートナー」等との連携による

スポーツのまちづくり

③ 豊富な文化・芸術資源等

○ 本市全域を含む東京圏が国家戦略特区「国際ビジネス・イノベーションの拠点」に指定

① 国の成長戦略

○ 2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会

○ 羽田空港のさらなる国際化

② 首都圏の活力

8月27日 策定方針の公表

10月頃 市民検討会議による検討開始

11月頃 市民フォーラム開催

2月 基本構想・基本計画策定作業

状況報告

平成26年度
5月 基本構想・基本計画策定作業中間報告

7月 基本構想・基本計画素案の公表

8月～9月頃 市民意見の聴取・反映

11月 実施計画の主な取組の公表

12月 基本構想・基本計画 議会上程

2月 実施計画案の公表

3月 新たな総合計画策定

平成27年度

８ 重点検討テーマ(11本)

１ 生命を守り生き生きと暮らすことが

できるまちづくり

①災害から生命を守る

②身近な地域で支え合うしくみの構築

2 子どもを安心して育てることのできる

ふるさとづくり

③子育て環境の整備

④未来を担う人材の育成

3 市民生活を豊かにする環境づくり

⑤地球温暖化対策の推進と循環型の仕組み

の構築

⑥緑豊かな環境づくり

4 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

⑦川崎の発展を支える産業の振興

⑧魅力ある都市拠点の整備と快適な

地域交通環境づくり

⑨文化・芸術・スポーツを活かした

まちづくり

5 誰もが生きがいを持てる市民自治の地域

づくり

⑩参加と協働により市民自治を推進する

⑪区における総合行政の推進
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７ 重要な節目となる年次及びポイント


